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代表取締役　野　崎　　　進

はじめに

　今回，御縁をいただきインターネット利用実態調査報告書に寄稿させていただくこととなった。

本年の調査結果を見てみると，ほとんどの企業でインターネットを利用していることがわかる。

これは，インターネットの利用が当たり前になってきている現われと思われる。しかしながら，

調査内容をよく見てみるとインターネット利用がどちらかというと情報収集のひとつの手段とし

て用いられており，自社の強みを積極的にＰＲしていく，インターネットを活用して外部との取

引を積極的に行っているところはまだ少ない。

　正直なところ，うまくインターネットを活用されていないと感じた。そこで，中小企業にとっ

てインターネットを活用して，どのように経営に生かしていくかという観点からまとめてみた。

e-Japan 戦略とＩＴ新改革戦略

　わが国では，2001年から e-Japan戦略として，ＩＴインフラの整備や電子商取引の環境整備
と拡大に努めてきた。2006年１月には今後５年間のＩＴ戦略として「ＩＴ新改革戦略」を発表し

て，行政・医療・教育等でのＩＴ活用による国民満足度の向上，地域・世代間のデジタルデバイ

ドの是正や企業経営におけるＩＴの活用や産業の国際競争力強化等のプランを表明した。次の図

は，我が国のＩＴ戦略の歩みを表したものである。
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出典：内閣府ＩＴ戦略本部ＩＴ戦略会議資料



　このＩＴ戦略の歩みにより，ＩＴのインフラの普及は進み，例えば高速インターネットの利用

料金は，平成13年の約１／３以下と世界一といわれるほど安くなった。また，高速インターネッ

トの加入者は20倍程度までに増加する結果となった。電子商取引分野においても，株式取引に占

めるインターネット取引率は，平成13年３月で売買金額ベースの約６％程度だったものが，平成

17年３月では約 27％となり，約4.5倍の伸びとなっている。

◆高速インターネットの利用料金・加入者数　　　　　　　◆株式取引に占めるインターネット取引率

　このように確かな歩みを見せるＩＴ戦略ではあるが，中小企業の立場から見るとあまり実感と

して感じられていないのが現状である。これは，e-Japan戦略が基盤整備に重点を置いていると
思っていたためではないだろうか。

　次の図を見ていただくとわかるがＩＴ投資額は年々増加傾向にある。これは，ＩＴ投資促進税

制の創設，競争力を強化するための戦略的ＩＴ投資の重要性への認識の高まりや情報セキュリ

ティ対策への必要性の高まりから，ＩＴ投資は増加傾向にあると言われている（経済産業省「CIO
機能と実践に関するベストプラクティス懇談会」（平成17年12月）より）。
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※利用料金：DSLの月額利用料金，加入者数：DSL，CATV，FTTHの合計

【総務省調べをもとに内閣官房にて作成】

【日本証券業協会「インターネット取引に
関する調査結果」】

7,800円

2,600円約85万加入

約1,950万加入

（円） 利用料金：約１／３

加入者数：
20倍程度に
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（出典）経済産業省「生産動態統計」「特定サービス産業実態調査」「特定サービス産業動態調査」，（社）電子情

報技術産業協会，（社）ビジネス機械・情報システム産業協会，情報通信ネットワーク産業協会，野村

総合研究所の調査結果より経済産業省作成
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ＩＴ投資額の推移
IT投資促進税制の導入
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　しかしながら，我が国のＩＴ投資の現状を見てみると情報システムの導入や自社の部門内で最

適に活用するための投資の割合が多く，企業内で部門の壁を越えて最適に活用するための投資や

企業の壁を超えて取引先・顧客等の関係者を含めて最適に活用するための投資の割合が少ないの

が現状である。

　これは中小企業の今後のＩＴ投資を考える上でも重要ではないだろうか。今後のＩＴ活用は，

企業内最適，企業間最適に係るＩＴ活用が課題となる。そのような観点から，ＩＴ新改革戦略に

おいては，ＩＴによって日本社会が抱える課題を解決するためとして，「ＩＴ経営の確立による

企業の競争力強化」をあげている。

　これには４つの目標があり

　１　2010年度までに，企業の部門間・企業間の壁を超えて企業経営をＩＴによって最適化する

企業の割合を大企業・中小企業共に世界トップクラスの水準に引き上げる。

　２　2010年度までに，基幹業務にＩＴを活用する中規模中小企業（年間売上高５億～20億円を

想定）の割合を60％以上とする。

　３　企業が電子商取引に共通して利用できる国際的にも調和した汎用的な共通基盤を構築し，

2010年度までに，電子商取引を実施する企業のうち汎用的な共通基盤を利用する企業の割合

を60％以上とする。

　４　2010年度までに，中小企業の取引先のうち電子商取引を実施する割合を50％以上とする。

　また，経済産業省の「新経済成長戦略」の中では，ＩＴの有するポテンシャルを最大限に発揮

させていくためには，経営ビジョンの明確化，事業・組織改革等を伴う「ＩＴ経営」の実現によ

3

（出典）経済産業省「情報技術と経営戦略会議報告書」（平成15年10月），

野村総合研究所アンケート（平成17年８月）
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る「全体最適化」を促進し，製造業・サービス産業，公的機関を含めた我が国全体の生産性向上

を図ることを目指すとしている。

　これらを念頭に置きながら，今後中小企業も競争力強化を図るために各種の施策を考えていか

なければならない。

経営者はネット社会とどう付き合うのか

　ビジネスをはじめ，実社会での行政や医療あるいはライフスタイルにおいて，ネット社会はど

んどん拡大してきている。このような社会においては，仕事や経営のやり方も大きく変わってき

ている。契約書も紙から電子データになってきている。これはもう避けては通れないことであり，

知らないでは済まされない時代となっていることである。

　しかし，ネット社会が広がっていくということは，ある意味では人や時間や資金に不安のある

中小企業にとっては，大企業と勝負できるチャンスでもある。例えば，インターネット上にお店

をオープンさせるネットショップでは，大企業も中小企業も零細企業も使う道具は同じであり，

顧客からは会社の規模はあまり関係なくなる。

　

　むしろ小回りが効き，判断スピードの速い中小企業にチャンスがあるかもしれない。ネット

ショップの営業時間は，24時間365日可能であり，これを実社会で行おうとすると，多大なコス

トがかかってしまう。ネット社会でのビジネスコストのほうが実際の社会のコストよりも低減に

なるのである。

　つまり，今世の中で進んでいるネット社会の現状を理解し，その世界における経営術を身につ

ければ，企業の成長につながっていけるはずである。

　ところで，ネット社会の特徴とは何であろうか。実社会と何が違うのであろうか。ネット社会

と実社会を比べてみると

　１　体感しにくい社会

　２　二感（概念）で理解しなくてはならない社会

　３　電気やディスプレイが必要な社会

　４　人もモノも24時間いつでもつながっている社会
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　といった特徴があるのではないだろうか。

　ネット社会では，実社会のように五感（視覚，聴覚，触覚，臭覚，味覚）をフルに活用してコ

ミュニケーションを取ることができるわけではなく，基本的には，見るか聞くかの世界，いわゆ

る二感の世界，つまり概念の世界である。

　ネット社会には，電子証明や電子認証，秘密鍵などのいろいろなキーワードがあるが，これら

は全て，デジタルのデータの集まりである。目には見えるが，現実の世界で使われているように，

印鑑があるわけでもなく鍵穴が存在するわけでもなく，体感しにくい世界なのである。

　従って，経営者がいつまでもネット社会を理解できず，そのための必要性も感じず，しまいに

は理解しようとする気持ちさえも持たなくなってしまう。実際の社会では，規制により，店の営

業時間が限られる場合もあったり，新商品の宣伝として，チラシを配ったり看板を掲げたりして

いる。こうしたことが，ネット社会では実体験として非常に体験しにくいのである。

　また，ネット社会の特徴のひとつとして，電気やディスプレイが必要なことを先ほど挙げたが，

要するに，携帯電話やパソコン，携帯端末がなければネット社会にはつながらないのである。つ

まり，情報端末機器が使えなければネット社会でのビジネスには参加が出来ないことになる。経

営者が自ら，電子メールを使うことは，読み書きと同じように必須になることであろう。今後は，

電話やＦＡＸ，車と同様に情報機器なしではビジネスは成り立たなくなるのである。今後のビジ

ネスには，「読み書き，パソコン」である。

　こうしたネット社会では，新しい考え方や新しいルール作りが必要となるであろう。社員研修

においても，ネット社会をイメージした研修が必要となってきている。

　まずは，ネット社会の存在を意識し，そこでのルールを理解し，今後どのように変化していく

のかを注目していく必要がある。

　その上で，ネット社会の便利さと怖さを理解してこそ，今後のインターネットを活用したビジ

ネスモデルの構築が出来るのではないだろうか。

インターネット社会の新しいビジネスモデル

　ＩＴ化の推進により，中小企業にとって多くのビジネスモデルが生まれてくるはずである。ネッ

ト社会においては，小さな組織や個人でもひとつのブランドとして存在価値を高めることが出来

る。インターネットを利用して信用力（ブランド力）をつければ，自分の住んでいる地域や営業

している地域のみならず，茨城県内全般，日本中あるいは世界中の顧客相手にビジネスが出来る

環境になっている。今現在，それらを利用した（活用した）新しいビジネスモデルが登場している。

　それでは，ネット社会における新しいビジネスモデルとは一体何であろうか。それは，個人（企

業）ブランドと時間，地域，業務を越えた連携がポイントになるのではないだろうか。

　個人（企業）ブランドについて考えてみると，これからの時代は一人ひとり（企業）が発信す
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る情報や商品をそのままブランドにすることではないだろうか。従来の考え方では，多額の宣伝

費と多くの時間を必要とし，予算のある大企業しか出来ないことであった。しかし，インターネッ

トを活用すれば工夫次第で多額の費用を使わず，消費者に自社商品の情報を提供できるのである。

例えばホームページやブログを利用して，毎日発信することが可能である。

　これが，インターネットを利用したネット社会の特徴であろう。新しいビジネスモデルは，安

く大量に提供するだけが目的ではなく，メールなどを利用して個別の顧客に，適正な情報を提供

することができ，それが販売に結びつくことが可能となる。

　次に，時間，地域，業務（仕事）について考えてみる。

　今の世の中は，モノがあふれた成熟社会といわれている。つまり，提供側中心のビジネスモデ

ルから顧客中心のビジネスモデルに対応することが要求されている。

　私も仕事でよく出張するが，従来は，ＪＲ等の電車の予約，飛行機の予約は，窓口で行うのが

当たり前であった。つまり提供側のモデルである。しかし，今はインターネットを利用すれば，

職場や自宅から予約が可能となり，夜中でもＯＫである。また，決済もネットを利用して行える。

携帯電話を利用すれば，航空券や乗車券も必要ないのである。つまり，顧客中心のモデルである。

これにより，「便利に」「快適に」「安心して」できることにサービスの価値がある。

　このビジネスモデルは，「ネットを活用した連携モデル」と呼ぶことができるだろう。今まで

の世界ではできなかった，時間と地域を越えた新しいビジネスモデルである。

最後に

　茨城県内の中小企業のインターネット利用実態調査の結果に，正直驚きました。もう少しうま

く利用しているものと思っておりました。しかし，逆に考えると今後の展開次第では，伸びる要

素が大きいということもいえます。

　ただし，時代は急速に進んでいます。周囲の同業他社の動向を見ながら考えていくようでは，

なかなか伸びることはできません。そのためには，せっかくよいインフラ環境が整っているので

すから，それをもっとうまく活用していくことを考えていく必要があります。

　世の中の動きを敏感につかみ，新たなビジネスモデルを構築していかないと企業は伸びてはい

きません。

　インターネット時代のビジネスモデルには，過去の成功事例はないのです。皆さんが成功事例を

作っていくのです。この原稿をきっかけにして，ネット時代の新しいビジネスモデル構築にチャ

レンジする会社が，１社でも多く現れていただければ幸いです。また，お手伝いする機会があれ

ば，是非皆様と一緒にがんばっていきたいと思います。
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第２章　我が国のインターネット利用の現状

（総務省編「平成18年版　情報通信白書」から抜粋）

　インターネットの普及状況

　ユビキタスネットワークの基盤となるインターネットは，ブロードバンド化，モバイル化が引

き続き進展している。これに伴い，ネットワークの利用用途はウエブ閲覧，電子メール等に加え，

ネットオークションやブログ等幅広いものとなっている。

　１　インターネット利用状況

　　　インターネット利用者の増大

　2005年のインターネットの人口普及率は66.8％，インターネットの利用人口はおよそ
8,529万人（対前年581万人増）と推定される（図表１－１）。

　　図表１－１　インターネット利用者数及び人口普及率の動向

7

※　インターネット利用者数（推計）は，6 歳以上で，過去 1 年間に，インターネットを利用したことがある者を対象
として行った本調査の結果からの推計値。インターネット接続機器については，パソコン，携帯電話・PHS，携帯
情報端末，ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。），利用目的等についても，
個人的な利用，仕事上の利用，学校での利用等あらゆるものを含む。

※　人口普及率（推計）は，本調査で推計したインターネット利用人口8,529万人を，2005年10月の全人口推計値 1 億
2,771万人（国立社会保障・人口問題研究所『我が国の将来人口推計（中位推計）』）で除したもの。

※　1997～2000年末までの数値は「通信白書」から抜粋。2001～2005年末の数値は，通信利用動向調査における推計値。
※　調査対象年齢については，1999年調査までは15歳～69歳であったが，その後の高齢者及び小中学生の利用増加を

踏まえ，2000年調査は15歳～79歳，2001年調査以降は 6 歳以上に拡大したため，これらの調査結果相互間では厳
密な比較はできない。

総務省「通信利用動向調査（世帯編）」により作成
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　　　インターネットへ接続するための端末の利用状況

　インターネットへ接続するための端末の利用状況については，パソコンと携帯電話等の

両端末を利用する層が最も多く，推計では4,862万人（57.0％）となっている。一方，携
帯電話等のみを利用している層は，1,921万人（22.5％），パソコンのみを利用している層
は1,585万人（18.6％）となっている。（図表１－２）。

　　図表１－２　インターネット利用端末の種類（2005年末）

　２　ブロードバンド化

　2005年末ブロードバンド回線の契約数は，2,330万件（対前年度比19.1％増）になってい
る（図表１－３）。内訳は，DSLの契約が約1,452万件（対前年度比6.2％増）で最も多く，
続いて FTTH（光回線）が約546万件（同88.4％増），ケーブルインターネット約331万件（同
11.8％増）となっている。

　　図表１－３　ブロードバンド契約者数の推移
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

※ 2004年度分以降は電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を，それ以前は事業者から
任意に報告を受けた契約数を集計
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　ブロードバンドの加入可能世帯数は，既に e-Japan戦略の利用可能環境整備目標（2005年ま
でに高速インターネットアクセス網に 3,000万世帯，超高速インターネットアクセス網に 1,000
万世帯が加入可能）を達成しているものの，加入可能世帯数に占める契約数の割合は，DSLは
30.9％，ケーブルインターネットは約 9.7％，FTTHは約 13.6％にとどまっている（図表１－４）。

　　図表１－４　ブロードバンド回線契約数が加入可能世帯数に占める割合

　自宅のパソコンからインターネットを利用している世帯に対し，インターネット接続回線の変

更予定を聞いたところ，「変更の予定がある」又は「変更するかどうか検討中」と答えた世帯は，

23.9％となった。変更を予定している回線は 80.5％が FTTHとなっている（図表１－５）。
　ＦＴＴＨとＤＳＬの四半期毎の契約純増数を比較すると，2005年１－３月期からＦＴＴＨの契

約純増数がＤＳＬのそれを上回っている。2005年10－12月期では，ＦＴＴＨの契約純増数は，Ｄ

ＳＬに約50万件の差を付けている（図表１－６）。

　　図表１－５　変更予定の回線（左：回線変更予定の有無，右：変更予定の回線（複数回答）
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※契約数，加入可能世帯数共に平成18年３月末の数値

DSL FTTHケーブルインターネット

加入可能
世帯数
4,020万

契約数
1,452万

（30.9％）
加入可能
世帯数
4,700 万

契約数
331万

（9.7％）

加入可能
世帯数
3,430 万

契約数
546万

（13.6％）

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」
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　　図表１－６　ＤＳＬ・ＦＴＴＨの契約純増数

　３　モバイル化

　インターネットの進化のもう一方の軸はモバイル化である。現在，モバイル化を牽引して

いるのは携帯電話である。2005年末の携帯電話等によるインターネット利用率は57.0％に達
しており（対前年比6.9ポイント増），２人に１人以上が携帯電話等を通じてインターネット
への接続を行っている（図表１－７）。

　なお，インターネット利用人口は，携帯電話等の利用人口が推計6,923万人（前年末から1,098
万人増加（18.8％増））となり，パソコンによる利用者数6,601万人を逆転した（図表１－８）。

　　図表１－７　携帯インターネット利用率　　　　　図表１－８　インターネット端末別の利用人口の推移

　４　企業のＩＣＴ化の現状

　　　企業のインターネット利用状況

　法人によるインターネットの利用状況については，2005年で97.6％の企業，85.7％の事
業所がインターネットを導入済みと回答している（図表１－９）。利用回線については，

2005年で FTTHが 50.2％，DSLが 29.2％となっている（図表１－ 10）。
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」
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　　　企業の情報化投資

　企業の情報関連費用の総額は，実質ベースで増大している。企業の情報化投資の目的及

び効果を見ると，企業の業務効率化・迅速化が特に多くなっている（図表１－11，１－12）。

　　図表 1－ 11　情報化投資の目的　　　　　　　　　　図表 1－ 12　情報化投資の効果

　　　ＩＰ電話の導入状況

　ＩＰ電話の導入率は，外線電話 21.9％，事業所間内線電話が 27.4％，外線電話より事
業所間での利用が多くなっている（図表１－ 13）。

　　図表１－ 13　ＩＰ電話の導入状況
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図表１－10　企業におけるインターネット接続回線図表１－９　企業・事業所におけるインターネット
の利用状況

（出典）総務省「平成17年度通信利用動向調査（企業編・事業所編）」（出典）総務省「平成17年度通信利用動向調査（企業編）」
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　電子商取引

　１　一般消費者向け（Ｂ２Ｃ）の電子商取引の現状

　2004年の一般消費者向け電子商取引の市場規模は，5.6兆円（対前年比 27.6％増），電子
商取引化率は全体で 2.1％と推定されている（図表２－１，２－２）。

　　図表２－１　消費者向け電子商取引及びモバイルコマースの内訳

　　図表２－２　消費者向け電子商取引の市場規模推移

12

商品・サービスセグメント
消費者向け電子商取引（2004年） 消費者向けモバイルコマース

市場規模（億円） 電子商取引化率（％） 前年比（％） 市場規模（億円）モバイル率（％）

パソコン及び関連製品 2,620 16.6 111.5 50 1.9
家電 1,190 1.8 141.7 20 1.7
旅行 6,610 4.7 139.5 630 9.5
エンタテインメント 4,210 3.5 127.6 2,080 49.4
書籍・音楽 2,070 6.7 150 720 34.8
衣料・アクセサリー 1,830 1.4 111.6 340 18.6
食品・飲料 2,990 0.7 136.5 230 7.7
医薬・化粧品・健康食品 2,220 4.1 144.2 360 16.2
趣味・雑貨・家具・その他 3,420 1.3 132.6 550 16.1
自動車 6,560 5.2 108.8 220 3.4
不動産 10,490 2.4 115 200 1.9
金　融 3,210 1 149.3 210 6.5
金融（銀行・証券等） 2,110 16.8 144.5 － －

金融（生損保） 1,100 0.4 159.4 － －

各種サービス 9,010 1.6 141.2 4,100 45.5
合　　計 56,430 2.1 127.6 9,710 17.2

（出典）経済産業省，次世代電子商取引推進協議会，ＮＴＴデータ経営研究所「電子商取引に関する実態・市場規模調査」

（出典）経済産業省，次世代電子商取引推進協議会，ＮＴＴデータ経営研究所「電子商取引に関する実態・市場規模調査」
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　２　企業間電子商取引（Ｂ２Ｂ）の現状

　企業間電子商取引（Ｂ２Ｂ）の市場規模は，2004年で102兆6,990億円と推計され，電子商
取引化率は14.7％，1998年（8兆6,200億円）と比較しておよそ 12倍となっている（図表２－３）。

　　図表２－３　Ｂ２Ｂ－ＥＣの市場規模（狭義）及び電子商取引化率（狭義）の推移

　広告活動におけるネットワーク活用

　企業におけるインターネットの活用状況を見ると，「自社の会社概要・ＩＲ情報の掲載・告知」

が 86％で最も多く，次いで「自社の製品・サービス情報の掲載・告知」が 84％となっている（図

表３－１）。

　　図表３－１　企業活動別のインターネットの活用状況
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（出典）経済産業省，次世代電子商取引推進協議会，㈱ＮＴＴデータ経営研究所「平成16年度電子商取引に関する実態・市場規模調査」

（出典）「企業のＩＣＴネットワーク利用状況調査」



　１　インターネット広告の現状

　「平成17年通信利用動向調査」によれば，85.6％の企業が自社のホームページを開設して
おり，企業にとってインターネットは安価な広告媒体として活用されていることがうかがわ

れる。

　インターネット広告は，総広告費が増減する中で，一貫して広告費が増加しており，2005

年には2,808億円となった（図表３－２，３－３）。

　　図表３－２　インターネット広告費の推移

　　図表３－３　媒体別広告費（2005 年）
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　安心・安全の観点から見たインターネット利用

　１　情報セキュリティに関する被害状況

　最近，インターネット利用時におけるセキュリティの確保は大きな社会的課題となっている。

　個人については，情報セキュリティに関して何らかの被害を受けた人が 54.7％となってい
る（図表４－１）。企業については，何らかの被害を受けた企業は 68.1％となっている（図
表４－２）。

　２　企業の情報セキュリティ対策の状況

　2005年のウイルス被害届出件数は85,700件（図表４－３），不正アクセスの検挙件数は94
件である。特に不正アクセスのれ検挙事件数，検挙人数は年を追うごとに増加している（図

表４－４）。

　企業のウイルス及び不正アクセス対策の主なものは「パソコン等の端末（ＯＳ，ソフト等）

にウイルスチェック」（80.5％），「サーバーにウイルスチェックプログラムを導入」（64.3％），
「ファイアウオールの設置」（46.8％）等である（図表４－５）。

　　図表４－３　ウイルス被害届出件数の推移　　　　　　図表４－４　不正アクセス禁止法違反の検挙件数等の推移
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図表４－１　個人のセキュリティ被害状況の有無
（複数回答）

図表４－２　企業のセキュリティ被害状況の有無
（複数回答）
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15

�� ���������������������

�� ����������������

� � � � ������������������������������������������

�������������������������������� 54.7�����������
������������������������� 68.1�����������-���

������ ����������������� � � ������ �����������������

������� � � � � � � � � � � � � � � � � � � ������

� � � � �

����������������������������� � � � ����������������������������

� � �

�� ����������������

2005�������������85,700���������������������94�����
� � ������������������������������������������

� � � ���������������������������������������������

�������80.5���������������������������64.3�����������
������46.8��������������

���-�� �������������� � � � � � � � � � � ���-�� ��������������������

� � � � � � � � � � � � � � � �

� ������������������������� � � � � � ��������������������������

����

����

���

���

���

���

���

����

����

����

����

���

���

���

���

����

� �� �� �� �� ��

�������
����

��������

�����
������

�����
��������

������

����������
�������

���
���������

�������

���

������� �������

����

����

����

���

���

���

���

���

���

����

����

����

����

���

���

���

���

���

���

����

� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

���������
�������

�����������
���������

�����������
�������

�������
��������

������

�����

��������
�����

����������

���

�������

�������

�������

������

������
������

�������

������

�

������

������

������

������

�������

�������

�������

���� ���� ���� ���� ���� ���

���

��

��
��

��

��

���

��
��

��

��

�
��
��
��
��
��
��
��
��
��
���
���
���

���� ���� ���� ���� ����

��� ���

�
��
��
��
��
��
��
��
��
��
���
���
���

����� ����

シマンテック社及びトレンドマイクロ社資料より作成 国家公安委員会・総務省・経済産業省報道資料により作成

15

�� ���������������������

�� ����������������

� � � � ������������������������������������������

�������������������������������� 54.7�����������
������������������������� 68.1�����������-���

������ ����������������� � � ������ �����������������

������� � � � � � � � � � � � � � � � � � � ������

� � � � �

����������������������������� � � � ����������������������������

� � �

�� ����������������

2005�������������85,700���������������������94�����
� � ������������������������������������������

� � � ���������������������������������������������

�������80.5���������������������������64.3�����������
������46.8��������������

���-�� �������������� � � � � � � � � � � ���-�� ��������������������

� � � � � � � � � � � � � � � �

� ������������������������� � � � � � ��������������������������

����

����

���

���

���

���

���

����

����

����

����

���

���

���

���

����

� �� �� �� �� ��

�������
����

��������

�����
������

�����
��������

������

����������
�������

���
���������

�������

���

������� �������

����

����

����

���

���

���

���

���

���

����

����

����

����

���

���

���

���

���

���

����

� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

���������
�������

�����������
���������

�����������
�������

�������
��������

������

�����

��������
�����

����������

���

�������

�������

�������

������

������
������

�������

������

�

������

������

������

������

�������

�������

�������

���� ���� ���� ���� ���� ���

���

��

��
��

��

��

���

��
��

��

��

�
��
��
��
��
��
��
��
��
��
���
���
���

���� ���� ���� ���� ����

��� ���

�
��
��
��
��
��
��
��
��
��
���
���
���

����� ����

（年）



16

図表４－５　企業のウイルス・不正アクセス対策（複数回答）

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」
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　３　企業における個人情報保護のための取り組み

　平成17年４月に「個人情報の保護に関する法律」が全面施行されたが，前年と比較して，

何らかの個人情報保護対策を講じているとの回答が増加している（図表４－６）。

これを従業者規模別に見ると，大企業ほど実施率は高く，従業者 500人以上の企業の９割が

実施している一方，100～ 299人では７割程度となっている（図表４－７）。

　　図表４－６　企業の個人情報保護対策の実施状況（複数回答）

（出典）総務省「平成 17 年通信利用動向調査（企業編）」

　　図表４－７　従業員規模別の個人情報保護対策の実施状況

（出典）総務省「平成 17 年通信利用動向調査（企業編）」
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第３章　県内中小企業のインターネット利用実態調査結果

　概　要

　１　調査概要

　　　調査目的

　本調査は，毎年継続して県内中小企業のインターネット取り組み状況等について，アン

ケートによる実態調査を実施し，インターネット利用に関する基礎データを取得し，中小

企業の情報化促進支援・情報提供及び各種事業推進の参考資料とする。

　　　調査対象

　　　　県内中小企業　3,000社

（当公社が保有している企業情報データベースから各企業の構成比率に応じて無作為抽出

した。）

　　　調査時期

　　　　平成18年11月

　　　調査方法

　　　　郵送によるアンケート方式

　　　調査票回収結果

　　　　回収数　573社（回収率　19.1％）

　２　調査結果の概要

　　　インターネット利用状況・利用目的

　　　①　利用状況

　　　　　企業のインターネット利用は，年々着実に増加している。

　インターネットを「利用している」が87.6％（対平成15年比＋11.2ポイント）となっ
ており，着実に増加している。また，業種別では建設業（サンプル数 134/573）が

97.8％と一番多いという結果になっている。これは，建設業については，公共工事の電

子入札の普及や入札公告，事務手続きが電子化されたのが一因と推察される。一方，運

輸業（サンプル数 56/573）が 76.8％と一番少ない結果となっている。

　　　②　主な通信回線の接続接続形態

　ブロードバンド回線契約数は79.5％（対前年度比＋8.5ポイント）となっている。全
国ベースでは79.4％と本県と同じような結果となっているが，全国ベースでは光ファイ
バー回線（ＦＴＴＨ）が 50.2％となっているのに対して，本県の場合は，ＡＤＳＬが
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主体であり，光ファイバー回線は 25.1％と全国の半分となっている。

　　　③　コンピューターのセキュリティー対策

　セキュリティー対策を「実施している」が91.2％（対平成15年度比＋20.5ポイント）
となり，セキュリティー対策の必要性がほぼ定着してきた。

　　　④　セキュリティー対策実施内容

　「ウイルスソフトの導入」による対策が 89.5％とコンピューターのセキュリティー対

策の中心をなしている。

　　　⑤　インターネット利用目的

　インターネット利用目的は，「電子メールによる情報交換」が67.7％と飛び抜けて多
いが，これは前回の調査のデータと変わりない傾向となっている。注目すべきは「受発

注業務（電子商取引）」が45.1％（平成15年度比＋13.9％）と着実に増加していること
である。

　　　受発注におけるインターネット活用状況及び電子商取引

　　　①　受注のためのインターネット活用状況

　「受注業務はない」と「受注への取り組みを行う予定はない」を合わせて44.8％となっ
ている。他方「インターネット上の受発注ネットワークに登録している」が25.3％（対
前年度比＋4.5ポイント）となっており，「自社の製品や業務などの紹介を行っている」
が19.1％，「常時受注を受け付けている」が11.6％となっている。

　　　②　発注（調達）のためのインターネット活用状況

　「特定の取引先にインターネットを活用して常時発注（調達）している」が 22.5％，「新

たな発注（調達）先を探すために積極的にホームページを検索している」が 17％，「イ

ンターネット上の受発注ネットワークに登録している」が 13％となっている。

　　　③　年間売上高に占める電子商取引の割合（Ｐ31）

　電子商取引を行っている企業の８割はインターネットを活用して売り上げ実績を上げ

ている。

　電子商取引を行っていると回答した企業233社のうち，年間売上高の５％以上を電子商

取引で売り上げている企業は 34.6％となっている。

　　　④　年間調達（仕入）金額に占める電子商取引の割合（Ｐ31）

　電子商取引を行っている企業の７割はインターネットを活用して調達実績を上げている。

　電子商取引を行っていると回答した企業233社のうち，年間調達金額の５％以上を電子

商取引で調達している企業は 22.8％となっている。
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　　　ホームページの開設状況・開設効果

　　　①　ホームページの開設状況

　県内中小企業でホームページを「開設している」企業は 39.2％となっている。総務

省「平成 17 年通信利用動向調査（事業所編）」（調査対象：従業員数５人以上の企業）

によれば 63.4％の企業が自社ホームページを開設して情報提供等を行っており，全国

と比較すると 24.2 ポイントの開きがある。

　　　②　ホームページの開設効果

　「自社製品のＰＲができた」が 41.2％と一番多く，次いで「企業イメージが向上した」

が 25.5％となっており，ホームページは主として広告媒体として利用されているとい

う結果となっている。

　　　③　自社ホームページの今後の活用方法

　「自社製品等のＰＲ」が 77.7％と一番多く，次いで「企業イメージの向上」が 52.4％，「新

規取引先の開拓」が 30.6％となっている。今後のホームページ活用方法は，現在の広

告媒体を主とした活用から「新規取引先の開拓」などより積極的な活用が望まれる。

　　　④　１ヶ月平均アクセス数

　「100件以下」が 40.8％と一番多く，次いで「不明」が 32.5％となっている。

　ホームページを有効に活用するためには，アクセス数を常に把握し，ホームページを

見てもらうための対策が必要であろう。

　　　⑤　アクセス数増加対策

　アクセス数増加対策は「自社ホームページの内容充実」（66.7％）が主となっているが，

他方「ＳＥＯ対策（検索エンジン対策）」（26.4％）や「有料デレクトリへの登録」（14.6％）

など積極的な対策の必要性も認識され始めていることがうかがえる。
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　調査結果

　１　回答企業の概要

　　　業種別構成

　　　　卸売・小売業27.7％，製造業26.5％，建設業23.4％の三業種で８割近くを占めている。

22

図表１－１　業種別構成

業 種 回答数 構成比（％）

建 設 業 134 23.4
製 造 業 152 26.5
情 報 通 信 業 1 0.2
運 輸 業 56 9.8
卸 売 ・ 小 売 業 159 27.7
不 動 産 業 0 0

飲 食 店・ 宿 泊 業 8 1.4
サ ー ビ ス 業 34 5.9
そ の 他 17 3

回 答 な し 12 2.1
合　　　　計 573 100

図表１－２　業種別構成
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図表２－１　資本金別構成

３千万円未満の企業が全体の８０％を超えている。
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資　　本　　金　　別 回答数 構成比（％）

1 千 万 円 未 満 135 23.6

1千万円以上～ 3千万円未満 348 60.7

3千万円以上～ 5千万円未満 45 7.9

5 千万円以上～ 1 億円未満 16 2.8

1 億 円 以 上 ～ 3 億 円 未 満 3 0.5

3 億 円 以 上 1 0.2

回 答 な し 25 4.4

合　　　　　計 573 100

図表２－２　資本金別構成
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図表３－１　従業員数別構成

従業員数50人以下の企業が，約 85％を占めている。
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従　業　員　別 回　答　数 構　成　比（％）

10　　人　　以　　下 202 35.3

11　　～　　30　　人 234 40.8

31　　～　　50　　人 50 8.7

51　　～　　100 　人 37 6.5

101　　～　　300　人 18 3.1

301　　人　　以　 上 2 0.3

回 答 な し 30 5.2

合　　　　計 573 100

図表３－２　従業員別構成
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　２　インターネット利用状況・利用目的

　　　インターネット利用状況

　　　　企業のインターネット利用は，年々着実に増加

　「利用している」が87.6％（前年度比＋5.4％）となっている。全国ベースで見ると2005
年で97.6％の企業，85.7％の事業所がインターネットを導入済みである。（出典：「平成17
年通信利用動向調査（企業編・事業所編）」）

　　　業種別インターネット利用状況

　　　　建設業のインターネット利用率はほぼ１００％に近い

　業種別では建設業は97.8％と一番多いが，これは電子入札の普及が一因であろうと推定
される。また，運輸業は76.8％と一番少ない結果となっている。その他の業種は概ね平均
的である。

図表４－２　業種別インターネット利用状況

図表４－３　業種別インターネット利用状況
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図表４－１　インターネット利用状況
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建設業 製造業 運輸業 卸売・小売業 サービス業 その他非製造業

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

利 用 し て い る 131 97.8％ 133 87.5％ 43 76.8％ 132 83.0％ 30 88.2％ 33 86.8％
利用を予定している 0 2 1.3％ 1 1.8％ 6 3.8％ 2 5.9％ 0

利 用 し て い な い 3 2.2％ 17 11.2％ 12 21.4％ 21 13.2％ 2 5.9％ 5 13.2％



　　　インターネットを利用していない理由

　「必要性を感じない」が一番多く，57.6％となっており，次いで「経営上の効果が期待

できない」が 23.7％となっており，この二つで 80％を超えている。

図表５　インターネットを利用していない理由

　　　主な通信回線の接続形態

　ブロードバンド回線（ＡＤＳＬ及び光ファイバー（ＦＴＴＨ））契約数は 79.5％で，

増加傾向にあるが，一般電話回線及びＩＳＤＮは減少傾向となっている。ＡＤＳＬが

54.4％（対前年度比＋ 1.1％）と半数を超えている。光ファイバー回線は，25.1％（対前

年度比＋ 7.4％）となっている。

図表６－１　主な通信回線の接続形態

　ブロードバンド回線（ＡＤＳＬ＋光ファイバー（ＦＴＴＨ）回線）契約数は，79.5％と

なっている。全国ベースでは，79.4％である。しかし，内訳を見ると光ファイバー（ＦＴ

ＴＨ）回線が 50.2％，ＤＳＬが 29.2％となっており，光ファイバー（ＦＴＴＨ）回線契

約数が半数となっている（出典：総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」）。一方，

県内中小企業の場合は，ＡＤＳＬ契約数が半数となっている。

図表６－２　主な通信回線の接続形態
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　 一般電話回線 ＩＳＤＮ ＡＤＳＬ 光ファイバー
（FTTH） その他

18年度 3.4％ 14.9％ 54.4％ 25.1％ 2.2％
17年度 7.1％ 20.3％ 53.3％ 17.7％ 1.7％



　　　コンピューターのセキュリティー対策実施状況

　　　　セキュリティー対策の必要性がほぼ定着

　セキュリティー対策を「実施している」が 91.2％となり，平成15年度と比較して20.5ポ
イント増加している。また，「実施していない」は 7.8％と一桁になり，年々セキュリティー

対策実施企業が増加している。

図表７　セキュリティー対策実施状況

　　　コンピューターのセキュリティー対策実施内容

　「コンピューターウイルスソフト等の導入により，ウイルス感染防止に努めている」が

89.5％と約９割に達しており，コンピューターのセキュリティー対策の中心となっている。

図表８　コンピューターのセキュリティー対策実施内容
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　　　インターネットの利用目的

　　　　受発注業務（電子商取引）利用が年々増加している。

　インターネットの利用目的では，「電子メールによる情報交換」が 67.7％と飛び抜けて

多いが，これは過去のデータと比べても変わらない。受発注業務（電子商取引）利用が

45.1％（対前年度比＋ 3.8 ポイント）と年々増加している。

図表９　インターネットの利用目的
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　３　受発注におけるインターネット活用状況及び電子商取引

　　　受注のためのインターネット活用状況（複数回答）

「受注業務はない」企業と「積極的な受注活動を行っている」企業の割合は，ほぼ同じ４割

　インターネットで受発注業務（電子商取引）を行っていると回答した企業233社に，受

注のためのインターネット活用状況について，尋ねたところ，受注業務はない企業（「受

注業務はない」との答えが 34.7％，「インターネットを活用した受注への取り組みを行う

予定はない」が 10.1％，）は，44.8％となっている。

　一方積極的に受注活動を行っている企業（「受注のためにインターネット上の受発注ネッ

トワークに登録している」が 25.3％（平成15年度比＋10.2ポイント）となっており，毎年
増加している。また，「自社ホームページで常時受注を受け付けている」が 11.6％，「イ

ンターネットのショッピングモールに出店している」が 2.1％，「受注のためのインター

ネット上のオークションに参加したことがある」が 2.8％，）は，41.8％となっている。

　広告活動のみの企業（「受注のためのページはないが，製品や業務紹介をホームページ

上で行っている」）が 19.1％となっている。

図表10　受注におけるインターネット活用状況
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　　　発注（調達）のためのインターネット活用状況（複数回答）

　「発注（調達）業務はない」が 33.8％と一番多く，次いで「特定の取引先にインターネ

ットを活用して常時発注（調達）している」が 22.5％，「新たな発注（調達）先を探すた

め積極的にホームページを検索している」が 17.0％と続いている。

図表11－１　発注のためのインターネット活用状況

30

図表11－２　発注のためのインターネット活用状況

区　　　　　　　分 回答数 構成比

新たな発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している 80 17.0%

特定の取引先にインターネットを活用して常時発注（調達）している 106 22.5%

発注（調達）のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している 61 13.0%

発注（調達）のためにインターネット上のオークションに参加したことがある 18 3.8%

現在、インターネットを活用した発注（調達）について準備計画中である 28 5.9%

インターネットを通じた発注（調達）を行う予定はない 67 14.2%

発注（調達）業務はない 159 33.8%
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　　　年間売上高に占める電子商取引の割合

　「電子商取引を行っているが，売上実績がなかった」企業は２割，一方，８割の企業は

電子商取引による売上実績を上げている。しかし，年間売上高に占める割合は，まだ低い

結果となっている。

　電子商取引を行っていると回答した企業233社のうち，年間売上高の 10％以上を電子商

取引で売り上げている企業は 26.0％，年間売上高の５％未満が 45.7％，年間売上高の５％

以上 10％未満が 8.6％となっている。

図表12　年間売上高に占める電子商取引の割合

　　　年間調達（仕入）金額に占める電子商取引の割合

　　　　電子商取引を行っていると回答した企業233社のうち，約７割の企業が実績を上げている。

　「年間調達金額の 10％以上」を電子商取引で調達している企業は，12.4％，「年間調達金

額の５％未満」が 46.6％，「年間調達金額の５％以上 10％未満」が 10.4％となっている。

図表13　年間調達（仕入）金額に占める電子商取引の割合
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　４　ホームページの開設状況・効果等

　　　ホームページの開設状況

　「総務省：平成17年通信利用動向調査（事業所編）」（調査対象：従業員数５人以上の企業）

によると，63.4％の企業（全国）が自社ホームページを開設しているが，県内中小企業の

場合は，39.2％（対前年度比－9.3ポイント）となっており，24.2ポイントの開きがある。
しかし，ブロードバンド化・モバイル化の進展により今後も自社ホームページの開設が増

えていくものと期待される。

図表14　ホームページの開設状況

　　　ホームページ開設による効果（複数回答）

　　　・広告媒体としての利用が多く 73.6％（「自社製品のＰＲができた」が 41.2％，「企業イメー

ジが向上した」が 25.5％，「広告宣伝費の削減ができた」が 6.9％）となっている。

　　　・直接的な効果は，22.6％（「新規取引先が増加し，売り上げが向上した」10.3％，「遠隔

地からの注文が増加した」12.3％）となっている。

　　　・「照会・問い合わせが増加した」が 24.5％，「特に効果がない」が 27.9％などとなっている。

図表15　ホームページ開設による効果
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　　　自社ホームページの今後の活用法（複数回答）

　自社ホームページの今後の活用法では，「自社製品等のＰＲ」が一番多く 77.7％，次い

で「企業イメージの向上」が 52.4％，「新規取引先の開拓」30.6％と続いている。

　今後のホームページの活用方法は，現在の主として広告媒体としての活用から「新規取

引先の開拓」など，より積極的な活用が望まれる。

図表16　自社ホームページの今後の活用法

　　　１ヶ月平均アクセス数

　「100件以下」が 40.8％と一番多く，次いで「不明」が 32.5％となっている。この二つ

で 70％を超えている。これはホームページの開設はしたが，アクセス数については，あ

まり考えていないという結果であろうと思われる。ホームページ開設の効果を上げるため

にもホームページを通じて何を行いたいのかを見直し，アクセス数増加対策を積極的に取

ることが望まれる。

図表17　１ヶ月平均アクセス数
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　　　アクセス数増加対策（複数回答）

　アクセス数増加対策は主として「自社ホームページの内容充実」で 66.7％となってい

る。また，積極的対策をとっている企業は，43.8％（「ＳＥＯ対策（検索エンジン対策）」

が 26.4％，「有料デレクトリへの登録」14.6％）となっている。

図表18　アクセス数増加対策

　５　公社ホームページの利用等

　　　公社ホームページの認識度

　「よく見ている」と「たまに見ている」を合わせて 24.5％となっている。しかし，製造

業だけを見ると41.9％となっている。公社ホームページの認識度を高めるためには，今後，

製造業以外の業種との関わりや他機関との連携等（リンク）を含めたホームページの効率

的な活用ＰＲによりアクセス数の増加を図る必要がある。

図表 19　公社ホームページの認識度
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　　　公社新ホームページの印象

　「見やすさ」では「見やすくなった」が 69.4％，「利便性」では「便利になった」が

55.7％，「デザイン」では「良くなった」が 64.9％という結果であった。

図表 20 －１【見やすさ】

図表 20 －２【利便性】

図表 20 －３【デザイン】
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　　　公社ホームページでよく見るコンテンツ

　「公社からのお知らせ」が 46.7％と一番多く，次いで「新着情報」が 28.7％と続き，「茨

城県企業情報提供システム」23％，「中小企業支援情報」23％，「受発注情報」16.4％など

となっている。

図表 21　公社ホームページでよく見るコンテンツ
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